
発展途上国の工業化と多国籍企業
一 波及に関する一考察 一

穴 沢 眞

は じ め に

経済発展 は先進国か ら発展途上国への波及(spillover)の 連鎖 ととられるこ

とができ,古 くはクズネッツ,ミ ュルダールなど1)にその考えがみ られる。工

業化の波及 もその一環としてとらえることがで き,そ の一翼 を直接投資が担っ

た。直接投資はマク ドゥーガル ・モデルで想定されるような,単 なる資本の移

動ではなく,経 営資源の移動を伴 うものという認識が広まっている。特に,製

造業における先進国から発展途上国への直接投資は設備に体化 された技術のみ

ならず,各 種の技術やノウハウを受け入れ国にもたらす。そして,そ の主体が

多国籍企業である。

工業化の波及 自体 は広範な考察を必要 とするものであるが2),本 論では工業

化の波及における多国籍企業の直接的な役割,す なわち,進 出に伴 う経営資源

の移転に限定してこれを考察する。もとより,多 国籍企業の活動のみで工業化

の波及を説明することはできない。 また,技 術提携や間接的な波及3),さ らに

外部性の重要性 を否定するものではない。 しか し,波 及の主体を明示 したうえ

1)S.ク ズ ネ ッツ(塩 谷 野祐 一訳)『 近代 経済 成長 の分 析』東 洋経 済新報 社,1978年,

第9章,G.ミ ュ ル ダール(小 原 敬士 訳)『 経 済理論 と低 開発 地域 』 東洋経 済新 報

社,1959年,第3章,を 参照 の こと。 またA.O.ハ ー シ ュマ ン(小 島清監 修,麻

田四郎 訳)『 経 済発展 の 戦略』 厳松 堂,1961年,第10章 も波 及 を扱 って いる。

2)渡 辺利 夫 は波 及 を もた らす もの と して輸 出,資 本 蓄積,外 国資本 な どを取 り上 げ

てい る。渡 辺利 夫 『開発 経 済学 第2版 』 日本 評 論社,1996年,第VI章 。

3)間 接 的移転 等 につ い て は萩野 典 宏 『国際 経営 戦 略論』 日刊 工 業新 聞社,1991年,

第7,8章 を参 照 の こ と。
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で,そ の直接的な貢献を考察することは,と りわけ多国籍企業 による寡 占化が

進むなかで,発 展途上国の工業化 を考える一助 となるもの と思われる。

以下では,ま ず,波 及の概念 と移転工一ジェン ト(transferagent)た る多

国籍企業による発展途上国への経営資源移転の枠組みを提示する。次に多国籍

企業の発展途上国への進出を前者の戦略 と後者の政策に基づ く相互システムと

して とらえ,配 置される機能(function)に ついて考察する。さらに,現 地子

会社か ら地場企業への企業間経営資源移転について言及する。

第1節 波及と多国籍企業

1-1波 及とギャップ

波及 とい う概念やこれに類似 した普及 という概念は研究分野により,そ して

研究者により様 々な考えが提示 されてきた4)。多国籍企業の発展途上国の工業

化に対する直接的な役割を考察するため,本 論では波及 とはある主体(組 織)

か ら他の主体(組 織)へ の経営資源の移転の集合であり,そ れは時間とともに

変化するダイナミックなものと考える。なお,波 及や移転に関連 してリンケー

ジという言葉 も使用 される。本論ではリンケージを所有関係のない企業間の長

期継続的取引を基本とした関係 とし,取 引に付随して経営資源が移転 される経

路をも指す。

波及や移転がおこるのは何 らかのギャップ(格 差)が 存在するからである5)。

移転やその集合である波及はこのギャップを埋めるための行為 と言 うことがで

きる。そ して,多 国籍企業は各種の経営資源をもた らす移転工一ジェント6)の

役割を果た しているのである。特に先進国 と発展途上国ではギャップが大 きい

4)清 川 は普 及 に関す る社 会 科学 の諸 分野 にお け る概 念 を簡 潔 に示 して い る。 清 川雪

彦 『日本 の経済 発展 と技 術普 及』東 洋経 済新 報社,1995年,第1章 を参照 の こと。

5)ギ ャ ップ につい て はJ.フ ェア ウェザ ー(戸 田忠 一訳)『 国際経 営 論』 ダイヤ モ ン

ド社,1975年,PP.34-35を 参 照 の こと。

6)技 術 移転 工 一 ジェ ン トとい う語 句 は多用 され るが,こ こで は技 術 のみ な らず,よ

り広 範 な経営 資源 全般 を含 むため,単 に移転 工 一 ジェ ン トと した 。
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ため,多 国籍企業の移転工一ジェン トとしての役割はより重要である。 また,

その特質からビジネスに即 した,合 理的な経営資源の移転がなされると考えら

れる。

いかなるギャップが存在するかを考えるうえで,多 国籍企業 に関する理論は

有益 な示唆 を与えてくれる。主要な理論が多国籍企業が有する優位性やその海

外への配置やコントロールについて,本 論の分析に有用なモデルを提示 してい

る。主立ったものを以下にあげる。

ハイマーは産業組織論的な考えか ら,多 国籍企業の持つ優位性 について言及

した。彼は直接投資をこれまでの資本移動 とは異な り,子 会社のコン トロール

と位置づけた。そのうえで,そ の源泉 として優位性に注目し,多 国籍企業の分

析にあ らたな視点 を導入 した7)。国際生産とその立地に関してはダニングの折

衷理論があ る。OLC(Ownership-Location-lnternalisation)パ ラダイムとも

いわれるが,彼 は企業は何 らかの企業特殊的優位を持ち,そ れを有利にする立

地優位があり,そ して企業は自社が有する企業特殊的優位を内部化するとして

いる8)。バーノンはプロダク ト・ライフサイクル ・モデルで企業の海外進出と

貿易 を説明 した。彼は製品の3つ のステー一・ジ(新 製品,成 熟製品,標 準製品〉

と3地 域(米 国,他 の先進国,低 開発国)で 輸出入 と生産の関係を示 した9)。

内部化理論は市場の不完全性ゆえに,企 業はそれを代替するものを企業内に作

るというものである。多国籍企業の普遍的な役割を説明するものとして,現 在

の多国籍企業理論の中心をな している10)。ポーターは競争優位 とい う観 点か

らグローバルな機能の配置を価値連鎖をもとに分析 し,そ の調整の重要性を強

7)S.ハ イ マ ー(宮 崎 義 一 編 訳)『 多 国 籍 企 業 論 』 岩 波 書 店,1979。

8)DunningJohn.H,"ExplainingChangingPattersofInternationalProduction:In

DeffenceoftheEclecticTheory,"Oxford、BulletinOfEconomics(GStatistics,

Vol.41,No.4,Nov.1979.

9)VernonRaymond,"lnternationalInvestmentandInternationalTradeinthe

ProductCycle,"Quarterly∫ournalofEconomics,LXXX,No.2,May.1966.

10)内 部 化 理 論 につ い て はP.J.バ ッ ク レ イ,M.カ ソ ン(清 水 隆 雄 訳)『 多 国 籍 企 業

の 将 来 』 文 眞 堂,1993年,A.M.ラ グ マ ン(江 夏 健 一 他 訳)『 多 国 籍 企 業 と 内 部

化 理 論 』 ミネ ル ヴ ァ書 房,1983年 な ど を参 照 の こ と。
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調 した11)。

理論 ごとに重点は異なるが,多 国籍企業は何 らかの優位性を持ち,そ れを海

外にもた らすこという点はほぼ共通している。この優位性の存在は親会社 と新

規に設立される子会社 との問に,さ らに受け入れ国の地場企業 との間に特定の

経営資源のギャップがあることを意味する。特 に先進国の企業が発展途上国に

進出する場合,こ れ らのギャップは先進国間の場合よりも大きくなる。

1-2波 及の実態

多国籍企業を起点とする波及を考える時,経 営資源の移転 は企業内(親 会社

から現地子会社へ)と 企業間(現 地子会社か ら地場企業へ)の2つ のパターン,

もしくは段階を想定できる。図1は 一連の経営資源移転をあらわしている。まず,

親会社(A社)の 戦略等に基づきある機能を発展途上国の子会社(A'社)に 配

置する。この配置に伴い,企 業内では親会社か ら子会社に対 して,配 置 された

先進国 発展途上国

社

場

業

B

地

企

国境

A社(親 会社)⇒A'3±(子 会社)は 所有関係をもとにした機能配置とそれ

に伴 う経営 資源 の移 転

A'社(子 会 社)1:=二===:'>B社(地 場 企業)は リ ンケ ー ジに よる経営 資源 の移 転

図1経 営 資源 移転

11)M.E.ポ ー ター 「グ ローバ ル業 界 にお ける競争 そ の理論 的 フ1/一 ムワー ク」M.

E.ポ ー ター編 著(土 岐,中 辻,小 野 寺訳)『 グ ローバ ル企 業の競 争 戦略』 ダイ ヤ

モ ン ド社,1989年 。
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機能が効率 よく運営 されるために必要な経営資源が順次,継 続的に移転 されて

ゆ く。一般にヒ ト,モ ノ,カ ネ,情 報といわれる経営資源は,よ り具体的には

人的資源,原 材料,設 備(物 的資源),資 本,さ らに技術(生 産,管 理),ノ ウ

ハウ,ブ ラン ド,信 用 などの情報的経営資源を含むものとする12)。企業内の移

転は市場を介 さないだけでなく,親 会社のコン トロールが働 くため企業間移転

に比ベスムーズに行われる。なお,次 節でみるように,時 間の経過とともに配

置される機能が変化 し,そ れに伴い,ま た新たな経営資源が移転 される。

さらに発展途上国内で,子 会社(A'社)か ら地場企業(B社)に 前者が持

つ経営資源の一部が企業間で移転 される。企業間の経営資源の移転は,基 本的

には取引関係がある企業の間にみられる。両者の問に所有関係はないため,経

営資源の移転は市場を介するものと介さないものに分類できる。 ここでは市場

を介 さずに,技 術やノウハウなど多国籍企業の持つ経営資源の一部が地場企業

に移転 されるケースを想定する。企業間で経営資源の移転が起 こるとい う必然

性はないが,合 理的 と判断された場合には経営資源の移転が行われる。第3節

でみるように基本的にコス ト・ベネフィットを勘案 して子会社が長期的な観点

か ら判断する。

矢印で示された移転が多 くの企業 により,継 続的に行われることが本論でい

う波及である。また,一 般に企業内移転 と企業間移転の問にはタイムラグがあ

る。 これは多国籍企業の親会社から現地子会社へ移転 された経営資源が子会社

内で蓄積 され,定 着するまで一定の時問を要し,蓄 積 と定着が次のステップで

ある企業聞移転の前提になるか らである。多国籍企業での経営資源の企業内移

転が現地子会社 と地場企業との問の企業間移転の前提になるという意味で,2

段階モデル と呼ぶことができよう。 また,こ こでは先進国の多国籍企業による

発展途上国への移転を取 り上げるので,移 転は双方向ではなく一方向と考える。

経営資源の うち,技 術の移転については多 くの研究がなされているが,本 論で

は技術だけでな く他の経営資源 も含めて考える。

12)伊 丹 敬 之 『新 ・経営 戦略 の論 理』 日本 経済 新 聞社,1984年,p.50。



78 商 学 討 究 第53巻 第4号

第2節 多国籍企業による機能配置

多国籍企業の発展途上国での機能配置は,親 会社の戦略と受け入れ国の工業

化の段階の相互作用によ り決まると考 えられる。以下ではまず,多 国籍企業の

戦略を考察 し,つ いで受け入れ国である発展途上国の工業化の段階を工業化政

策 も含めなが ら概観する。そ して,最 後に発展途上国に配置される機能につい

て概念図を用いなが ら説明する。

2-1多 国 籍 企 業 の 戦 略

多 国籍 企 業 の 戦 略 や 子 会 社 の コ ン トロ ー ル に つ い て は様 々 な説 明 が な され て

き た。 また,研 究 者 に よ り異 な っ た用 語 が 用 い られ,統 一 性 は な い。 ポ ー タ ー

は グ ロ ー バ ル 戦 略 を 機 能 の 配 置 と調 整 と と ら え て い る13)。 こ の ほ か に,バ ー

トレ ッ ト=ゴ シ ャ ー ル は多 国籍 企 業 の戦 略 をマ ル チ ・ナ シ ョナ ル,グ ロー バ ル,

イ ン ター ナ シ ョナ ル,ト ラ ンス ナ シ ョナ ル に分 け て 説 明 し て い る14)。 こ こで

は 主 に 生 産 に 重 点 を 置 くUNCTADの リ ポ ー トで の 分 類 を も と に し,こ れ に

修 正 を加 え て 戦 略 のパ ター ン化 を 行 う15)。

同 リ ポ ー トで は多 国 籍 企 業 の 戦 略 の 変 化 を以 下 の3つ に分 類 す る。 す な わ ち

自立(standalone),単 純 な子 会 社 の 統 合(simpleaf丘liatesintegration),複

雑 な 国 際 生 産 の 統 合(complexinternationalproductionintegration)で あ る。

そ して,そ れ ぞ れ の例 と し て,マ ル チ ・ ドメ ス テ ィ ック,ア ウ トソー シ ング,

地 域 コ ア セ ン ター を あ げ て い る。 本 論 で は基 本 的 に上 記 の 分 類 を 踏 襲 す る が,

呼 び 方 は,マ ル チ ・ ドメス テ ィ ッ ク,生 産 統 合(輸 出 基 地),マ ル チ ・リ ジ ョ

ナ ル とす る。 これ は発 展 途 上 国へ の 進 出 の み を分 析 す る た め で あ る こ と,そ し

13)M.E.ポ ー タ ー 前 掲 論 文p.33。

14)C.A.バ ー一・・一ト レ ッ ト,S.ゴ シ ャ ー ル(吉 原 英 樹 監 訳)『 地 球 市 場 時 代 の 企 業 戦 略 』

日 本 経 済 新 聞 社,1990年,pp.18-21。

15)UNCTAD,rVorldInvest〃zentReport1993,UnitedNations,NewYork,1993,

p.117.
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て,発 展途上国の工業化の段階との対応関係をみるうえで,必 要な部分を明確

にするためである。以下ではそれぞれの戦略と子会社の概要を示す。

1.マ ルチ ・ドメスティック戦略

各国に自立的な子会社 を配すること。関税の引 き上げなどの受け入れ国の政

策により,輸 出による市場への参入が困難な場合に多 くみ られる。発展途上国

に進出する場合 は,一 般に国内市場 は大 きくないため,子 会社の規模 は小さく,

また,親 会社 にとってもさほど重要な子会社ではない。地場企業 との合弁企業

の形態をとるものが多 く,親 会社のコン トロールは弱い。

2.生 産統合戦略

親会社のロジスティックス戦略に基づ き,海 外に輸出基地を設立する。個々

の子会社は親会社の強力なコントロールのもとにある。輸出向けの製品を生産

するため,生 産規模は大 きい。多 くは100%出 資の完全子会社の形態をとる。

3.マ ルチ ・リジョナル戦略

海外での生産規模が十分大 きく,多 くの子会社を持つに至ると3極,ま たは

4極 体制のように,世 界 をい くつかの地域に分け,地 域統括本部を設置 し,域

内の子会社のコン トロール機能 も一部持たせるようになる。親会社の相対的な

コントロールは低下 し,地 域統括本部が出資する形態の子会社が増える。

なお,多 国籍企業は複数の戦略を同時に採用することもある。例 えば,マ ル

チ ・ドメスティック戦略に基づ き各国に国内市場への供給 を目的とする子会社

を持つと同時に,輸 出基地を特定国に持ち,主 要な市場向けに生産を行うこと

がある。

2-2発 展途上国の工業化

発展途上国の経済発展段階は概ね,工 業化の進展度でこれを置 き換えること

ができる。また,発 展途上国の工業化のプロセスは輸入代替と輸出指向に大別

される16)。 さらにこれ らはそれぞれ第1次,第2次 に分類 される(図2)。 第

16)輸 入代替工業化および輸出指向工業化を扱った文献は多い。ここでは以下をあげ
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1次 は軽工業 または労働集約的産業で,第2次 は重工業 または資本 ・技術集約

的産業でおこると考えられる。ただし,段 階論的に見た場合,こ れらはその時々

の主流となっている政策をあ らわしてお り,実 際にはいくつかの工業化のプロ

セスが同時進行 している。また,最 新の設備 を導入することにより競争優位が

もてるビンテージ効果が強 く働 く産業では当初か ら輸出指向 となることもあ

り,必 ず しも全てのプロセスを経るわけではない。

発展途上国が当初,輸 入代替工業化 を目指す理由は,輸 入しているという事

実がそこに市場があることを示 してお り,既 存の市場に国産品を供給 しようと

するためである。そのため,先 進国からの輸入 を阻止すべ く,関 税等が用い ら

れる。いわゆる幼稚産業保護の観点か ら容認 されるものであ り,一 方で外貨の

節約 も期待された。国内生産は地場企業だけでな く,輸 出が困難 となった海外

の企業が進出して行う場合 もある。

輸入代替は保護に伴 う非効率や発展途上国の要素賦存に反し,資 本集約的な

生産方法が採用 される(先 進国の技術がそのまま持ち込まれる)こ とや,結 果

として資本財,中 間財の輸入が増加 し,外 貨の節約に貢献 しないなどのデメリ

ットが顕在化するケースがみられた。しか し,製 造業を興し,経 営者,技 術者,

労働者 に経験を積 ませるという役割は果た したように思われる。おそらく第1

次輸入代替をスキップして工業化を進めることはほとんどの発展途上国に とっ

第1次 輸 入代 替

(軽工業,労 働集約的産業)

第2次 輸 入代 替

(重工業,資 本 ・技術集約的産業)

第1次 輸 出指 向

(軽工業,労 働集約的産業)

第2次 輸 出指 向

(重工業,資 本 ・技術集約的産業)

時間

図2発 展途上国における工業化プロセス

て お く 。 渡 辺 利 夫 前 掲 書 第V章,BrutonHenry,"lmportSubstitution,"Balas-

saBela,"OutwardOrientation,"と も にCheneryH.andTNSrinivansan,Hand-

bookofDevelopmentEconomics,Vol.II,ElsevierSciencePublishers,B.V.,1989.
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て困難であったと思われる。第2次 輸入代替 も工業基盤の全般的な拡大にとっ

て必要である。また,装 置産業の場合,ビ ンテージ効果によりマイナス面が顕

在化 しにくい場合 もある。

輸出指向工業化は前述の輸入代替工業化のマイナス面を克服 し,要 素賦存状

況からみて発展途上国が比較優位を持つ労働集約的産業か ら開始 される。 これ

が第1次 輸出指向工業化である。ある産業では輸入代替を終了した後に輸出指

向へ と移行する。これは繊維 ・衣類,雑 貨などでみ られた。また,潜 在的な比

較優位 を顕在化すべ く多国籍企業が進出する場合 もある。これは仮 に発展途上

国が比較優位 を持つ産業であっても,地 場企業が海外市場への参入のノウハ ウ

などを持たない場合は比較優位は顕在化されず,実 際の輸出に結びつかないた

めである。

輸出指向工業化を促進する一つの手段 として自由貿易地区や輸出加工区17)

などの関税上の飛び地を作 り,そ こに多国籍企業が輸出基地を作るケースがし

ばしば見 られた。発展途上国の安価 な労働力 を利用 した生産がそこでは行われ

ていた。自由貿易地区等は関税上の飛び地であると同時に経済上の飛び地にな

っている場合が多い。現地子会社 と地場企業間のギャップが大 きすぎるため,

経営資源の移転は企業内に留まり,企 業間へ と拡大するチャンスは少ない。そ

のため,関 税を賦課されずに自由に輸出入を行 えるという特典を利用して,ほ

とんどの原材料,中 間財が輸入されるのである。この場合,ネ ットの外貨獲得

は大 きくない。 また,企 業内貿易が行われる場合 には トランスファー ・プライ

ス18)が用いられる可能性 も高い。

第2次 輸出指向工業化をすべて自力で行いうる発展途上国は少ない。この段

階では前述の ように重工業や資本 ・技術集約的な産業が中心 となる。通常,こ

17)台 湾,マ レー シアで は 自由貿 易地 区,韓 国で は輸 出加工 区,メ キ シコで はマ キ ラ

ドー ラ と呼 ばれ る。 ともに輸 出入 関税 が課 されな い,国 内 の関税 上 の飛 び地 であ

る。

18)ト ラ ンス フ ァー ・プ ライス とは企 業 内貿易 におい て,企 業が 恣意 的 に決 定す る価

格 をい う。
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れ らの産業 は寡占化が進んでお り,発 展途上国の地場企業にとっての参入障壁

は極めて高い。ただし,半 導体のような,い わゆる技術集約的な産業でも,そ

の生産工程の一部は労働集約的な場合 もあ り,分 離可能な生産工程だけが発展

途上国に配置されることもある。なお,こ れは第一次輸出指向工業化でも起 こ

りうる。

この ように発展途上国の輸出指向工業化では多国籍企業の役割は大 きくなる

傾向にある。それに呼応 して,発 展途上国は後方連関効果を通じた,国 内産業

の発展を目指す。様々な方法で現地調達率の上昇が企図され,多 国籍企業 との

リンケージの拡大,深 化がより強 く叫ばれるのは輸出指向工業化の段階である。

2-3機 能配置

ここではポー ターの価値連鎖 と機能の配置19)を援用 して,こ れまでの多国

籍企業の戦略と受け入れ国の発展段階をもとに機能の配置を考 える。図3は 特

定企業の機能配置を戦略 と受け入れ国の発展段階に対応させた概念図である。

まず,縦 にとられた機能は最下部が支援活動と呼ばれるもので,通 常,進 出 し

た国すべてに配置される。中段部 は生産 と生産に関連する機能である。標準化

された製品の生産か ら順次より高度な製品の生産へ と進む。 さらに生産基地 と

しての地位が高まると生産に関連する調達,設 計,R&Dへ と機能が拡大する。

最上部はマネジメン トや広域支援 を含む。一般に上位に位置す るものほど高度

な内容を含み,配 置される国は限られる。

横軸はそれぞれの国の発展段階を示 している。A国 は最 も発展段 階が低 く,

順次,右 へ行 くほど発展段階は上がる。そしてD国 は親会社のある先進国であ

る。また,○ と●は異なる2時 点(こ こでは1980年 と2000年 とした)で の時間

の経過に伴 うそれぞれの機能の配置状況の変化をあらわ している。一般に時間

の経過とともに配置される機能は高度化する。同一国でもその時点の工業化の

19)ポ ー ター は機 能で な く活動 といって い る。価 値連鎖 につ いて もポ ー ター前掲 論 文

を参照 の こ と。
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機 能
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○

○
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○

●

○

○

○

A国

マ ルチ ・

ドメステ ィック

戦 略

B国

〔生産統合戦略 〕

C国

マ ルチ ・

リジ ョナ ル

戦 略

D国

発展途上国 く一______・
低発展段階

○ は1980年時点で配置された機能

● は2000年時点で配置された機能

図3機 能配置概念図

先進国

高発展段階

プロセスにより多国籍企業が配置す る機能は異な り,そ れに伴い移転される経

営資源 も異なって くる。

以下では発展段階 と戦略をもとにやや詳 しくそれぞれの国と子会社の状況 を

みる。
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A国 は発展段階が最 も低 く,輸 入代替工業化の段階にある。輸入代替工業化

に対応 して多国籍企業が選択する戦略はマルチ ・ドメスティックである。国内

市場は狭隙であり,現 地子会社 は親企業にとって重要な位置づけにはない。発

展途上国側は多国籍企業により国内企業が駆逐 されることを危惧 し,出 資比率

の規制を求めることが多 く,設 立される子会社の形態は合弁企業が多い。さら

に,出 資比率が50%未 満の少数所有 となることが多 く,多 国籍企業が経営権を

掌握することは困難であ り,現 地パー トナーの発言権が大 きい。従って,多 国

籍企業側は最小 限の機能を配置するに留 まる。い くつかの機能は現地パー ト

ナーも提供 し,多 国籍企業は主に生産機能を受け入れ国に配置する。製品は発

展途上国の国内市場向けであるため,最 新の製品が投入されることは少な く,

したがって使用される生産技術 も高いものではない。発展途上国にマルチ ・ド

メスティック戦略に基づ き進出した多国籍企業側にとって重要な機能を配置す

るインセンティブは低い。

B国 は輸出指向工業化の段階にあり,こ れに対応する多国籍企業の戦略は生

産統合戦略である。多国籍企業は輸出基地を作 り,主 要市場に製品を輸出する。

そのため,製 品の品質,価 格は国際市場で通用するものでなければならず,ま

ず,配 置 される機能は生産であるが,マ ルチ ・ドメスティック戦略にくらべ,

より高度な技術が求められる。これ らの子会社では親会社が完全所有する出資

パター ンが大半を占める。これは輸出基地である子会社を完全 にコントロール

するためである。また,こ れらの子会社はその生産規模が大 きい という特徴を

持つ。これは指向する市場の大 きさに基づ く。

受け入れ国の工業化が進み,多 国籍企業にとって輸出基地である現地子会社

の地位が高 まると,さ らなる機能の配置が起 こり始める。生産に関連する機能,

すなわち,調 達,設 計,検 査 ・承認,R&Dな どの配置である。 もちろん,そ

の前提 として,あ る程度の操業期間を経て,経 営資源の蓄積が進んでいること

が必要である(図3で は設計機能までが配置された状態を示 している)。

C国 はB国 よりもさらに発展段階が高 く,賃 金の上昇や,比 較優位産業の変

化 により,一 部で脱工業化傾向がみ られるようになる。また,一 方で,当 該多
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国籍企業の多国籍化が一層進み,多 くの子会社 を持つ ようになると多国籍企業

は特定地域内に地域統括本部を設置 し,親 会社の機能を一部,こ れらに配置す

ることとなる。 これがマルチ ・リジョナル戦略である。 これらの国では単純な

アセンブリーなどは行われな くなり,高度な生産関連機能や広域支援活動など,

全体 としてより高い機能にシフ トしてゆ く。

D国 は親会社の本国であ り,経 営,広 域支援活動のすべての機能 と他国に移

転 してしまった低中位の製品の生産以外の機能を国内に有 している。

第3節 企業間経営資源移転

前節では多国籍企業による機能配置 について考察 した。それは企業内での経

営資源の移転に関連するものであった。 しかし,本 節でみる現地子会社と地場

企業の問の経営資源移転は必ず起 こるものではない。 もちろん,受 け入れ国政

府は様々な政策により進出した多国籍企業からの波及効果 として,こ れ らの移

転を促進 しようとする。 しか し,発 展途上国では現地子会社 と地場企業間の経

営資源ギャップが大 きいため,リ ンケージの拡大が進 まないケースが多い。

企業間で経営資源の移転が行われるためには両者間で取引が行われる必要が

ある。しか も,そ れはある程度長期的なものでなければならない。標準化 され

た製品の市場でのスポット買いのような取引では,企 業間の経営資源移転は起

こらない。 しかし,現 地子会社が地場企業 と取引を行 うか否かは確定的ではな

い。UNCTADの リポー トにあるように20),現 地子会社は生産に必要 な中間財,

部品等について輸入,内 製化,現 地調達の3つ のオプションを持つ。輸入 につ

いては企業内の場合 と独立 した企業か らのものがある。内製化は十分な需要が

あ り,規 模の経済性が働 く場合 に選択される可能性が高い。 また,特 殊な技術

を必要 とす る場合にも内製化が選好される。現地調達 については地場企業から

20)UNCTAD,WorldInvestmentReport2001,UnitedNations,NewYork,2001,

p133.
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と他の多国籍企業の子会社か らの2つ のソースがある。この うち,前 者の地場

企業か らの調達が企業間経営資源移転を促すのである。他の多国籍企業の子会

社は親会社から必要な経営資源が移転されると考えられるか らである。地場企

業 との取引は基本的にはコス ト・ベネフィットで決定 されるが,実 際には様々

な要因が関係 し,単 純には決まらない。また,一 般には短期ではなく長期的な

視点でコス ト・ベネフィットが とらえられている。

コス ト・ベネフィット分析の前に企業間経営資源移転に関連する諸要因を現

地子会社サイ ドか らみる。前出のUNCTADの リポー トはいくつかの要因を挙

げているが,そ れらのほとんどは前節の多国籍企業の戦略に基づ く子会社のポ

ジシ ョニ ングに関係 している21)。基本的にはすでにみたように,マ ルチ ・ド

メスティック戦略により進出した子会社のほうが,生 産統合戦略により進出し

た子会社 よりも地場企業 とのリンケージを拡大する可能性が高い。 これはもと

もと,指 向する市場が国内であるため,発 展途上国の場合,高 い技術は必要 と

されず,参 入が容易であることによる。合弁企業が多いことも地場企業 とのビ

ジネスに対する意識を強めるというプラスの側面を持つ。操業年数 も現地子会

社内の経営資源の蓄積,定 着に関係する。第1次 輸入代替,す なわち,工 業化

の初期の段階で進出した企業はより強い リンケージを地場企業 と形成すると考

えられる。これに対 し,生 産統合戦略に基づ き進出した子会社にとって,発 展

途上国の地場企業 とのリンケージ形成のインセンティブは低い。 しか し,受 け

入れ国の工業化の進展や工業基盤の強化には,よ り高い機能を配置する生産統

合戦略をとる多国籍企業 とのリンケージの拡大がより重要であろう。

次 に,具 体的 に移転 され る経営資源 とその移転方法か らコス トの実態 を

UNCTADの リポー トをもとに考える。基本的には技術移転が中心 となるが,

その他の経営ノウハウの移転 も行われる。さらに,研 修により人的資源の向上

がはか られる場合 もある22)。多 くは現地子会社か ら地場企業への人材派遣に

21)UNCTAD,WorldInvestment1～eport200ヱ,UnitedNations,NewYork,2001,p.136.

22)Ibid,pp.140-14&
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よるOJT(Onthejobtraining)で 技術等が移転 される。 また,現 地子会社内

の施設を活用するケースもみられる。いずれにして も,こ れらにはコス トが伴

い,そ のほとんどは現地子会社が負担する。

それでは,現 地子会社にとって地場企業とのリンケージを持つことのベネフ

ィッ トは何であろうか。近隣iに取引先を持つことから生 じる,フ レキシブルな

調達,交 渉の容易 さ,情 報交換,工 場チェックの容易 さなどがあげられる。た

だし,こ れらのベネフィットは他の多国籍企業の子会社がサプライヤーとなっ

た場合にもあてはまる。地場企業が賃金などのコス トを抑えることにより,価

格面で競争力 を持つ場合 には現地子会社にとってベネフィットはある。また,

地場企業への経営資源の移転により彼 らをリライアブルなサプライヤーに変え

ることがで きれば,調 達先の多様化 によるリスク分散の観点か らベネフィット

とな りうる。経済外的なベネフィットには,企 業市民 として,地 域社会に根 ざ

していることを印象付けることや,政 府の地場企業からの調達要請に応え,良

好な関係を維持することなどがあげられよう。長期的にみればこれら経済外的

なベネフィットも無視できない。

最後に以上のコス ト・ベネフィットを図4に 示す。図4は 縦軸にコス トとベ

ネフィットをとり,横 軸には時間をとる。縦軸か ら伸びる2本 の曲線aa',

bb'は 経営資源移転にかかるコス トをあらわしている。一般 に原点に対 して

凸な形状 となる23)。 これは移転する側の経験によ りコス トが下がるためであ

る。aを 起点 とする,上 に位置する曲線は経営資源蓄積の少ない地場企業に対

するコス トをあらわ し,bを 起点 とする,下 の曲線はより経営資源の蓄積が進

んだ地場企業に対する移転 コス トである。同一企業でも何 らかの形で経営資源

を蓄積 し,aa,か らbb'ヘ シフ トすることもあり得 る。地場企業とのリンケー

ジを持つことか ら生じる子会社のベネフィットは曲線OCで あらわされる。ベ

ネフィットは当初急増するが時間の経過 とともにマージナルなベネフィッ トは

23)技 術移転費用の逓減については若杉隆平 「直接投資と技術移転 一 理論と実証

研究の展望一」直接投資研究会 『直接投資と経済政策 一 理論の新展開と国際

経済問題一』日本輸出入銀行海外投資研究所,1995年 を参照のこと。
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コ ス ト 。

ベ ネ フ ィ ッ ト

a

b

0
t1 t2 時間

図4経 営 資源移 転 の コス ト ・ベ ネ フ ィ ッ ト

逓減す ると考えられる。曲線、bb'とocの 交点d(横 軸上のt1)を 過 ぎると

ベネフィッ トがコス トを上回 りは じめ,t2で トータルでみたベネフィットと

コス トが等 しくなる。比較的短期間にベネフィットがコス トを上回る場合には

現地子会社 も地場企業への経営資源の移転 を進めやすい。一方,曲 線aa'と

OCを みると,長 期的にもコス トがベネフィットを上回ってしまう。そのため,

現地子会社か ら地場企業への経営資源の移転は断念 されるであろう。 このよう

な状況を打開するため,受 け入れ国政府は様々な政策を用いて,コ ス トカーブ

の下方へのシフ トに努めるのである24)。

24)UNCTAD,WorldInvestment1～eport2001,UnitedNations,NewYork,2001,

pp.161-193.
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第4節 結 語

本論では移転工一ジェントとしての多国籍企業 に注 目し,多 国籍企業の発展

途上国への機能配置 と,そ れに伴う経営資源の移転,さ らには現地子会社か ら

地場企業への経営資源の移転の可能性について考察 した。これは筆者のこれま

でのマレーシアでの現地調査から生まれたい くつかの疑問に対する筆者 なりの

解答をえるための枠組みを提示するものである。しか し,分析の対象をとして,

多国籍企業による直接的な波及のみを扱 ってお り,対 象 自体がかなり限定され

ている。 また,企 業内では機能の配置に伴い,企 業間よりもスムーズな経営資

源の移転が行われると仮定 し,企 業内経営資源移転 に伴 う問題点に言及しては

いない。所有関係がある場合,よ りスムーズな移転が可能と考えられるが,こ

れはあくまで も企業内 と企業間の対比であって,実 際には技術移転をは じめと

して,発 展途上国への企業内経営資源の移転は受け入れ国側の能力の問題を含

め,様 々な問題がある。 また,経 営資源の内容についてもさらに掘 り下げる必

要があろう。そのほか,多 国籍企業のもた らす,デ モ ンス トレーション効果や

外部性をも包含 した分析枠組みの構築 も必要である。これらは今後の課題とし

たい。


